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11月５日の事務交渉では、林総務課長から次のように説明がされました。


10日の副町長交渉では、「自己申告書」の提出を求める目的や執行部が危惧する点を改めて副町長に質し、次のとおり説明がされました。


『津別町人材育成基本方針改訂版』は10月４日

に全職員にメールされています。確認してくだ
さい。８ページに次のとおり記載されています。



	菅首相は13日、横浜で開かれたＡＰＥＣで、関税の原則撤廃を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について、交渉参加に向けて関係国との協議に入ることを表明しました。日本が、主要貿易国間の自由貿易協定の取り組みが遅れているというのが理由です。
ＴＰＰ交渉参加に対し、道内では経済界、産業界を中心に慎重姿勢を求める声が高まっています。道議会も８日の臨時会で全会一致
	
	
	で「ＴＰＰ反対決議」を行いました。
連合は、農業をはじめとする基幹産業が、将来にわたって地域経済・社会を支えていくことができるよう、労働界を含むオール北海道で取り組む必要があるとの立場で運動を強めていくこととしました。

自治労も参加するフォーラム平和・人権・環境が政府のＴＰＰ方針に関する見解を出していますので報告します。



	
　　　　

　　　


「森林・林業再生プラン」は

地方主体の政策となりうるか　　2010.11.16

	11月12日と13日東京で上記プランの研究会に出席し、このプランをどの様に読み解くかを主題として、岡田秀二岩手大学農学部教授の講演を聞き、林野庁の方や林業関係者の方達と意見交換を行いました。
　現政権が掲げた新成長戦略で、このプランが国家戦略として今月の17日頃には国会で議論され協定されるとのこと。
森林や林業が我が国の成長分野として位置づけられ雇用創出や観光・環境・アジア戦略として明確に政治主導で進められることが期待できると確信してこの研究会を終え
	
	
	たところです。
我が北海道はこの事業の主役に、また、山元の町がたくさんあるオホーツク地域はこのプランも十分注視する必要があると思います。
　ただし今の林業の労働環境を近代的なシステムで森林経営が実行できる策の強化が国などに求められるところです。
　従って近代的森林経営のシステムとは完全な循環型産業でなければならないということだと思います。
【北海道議会議員 日下太朗 ＨＰから】

	







































































































































































政府の環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）方針に関する見解


ＴＰＰに関し、食料や農業、環境等に与える影響が大きいことから、


慎重な検討が必要である。ＴＰＰで懸念される問題点を指摘する。





①　ＴＰＰでは、関税の例外ない撤廃を迫られることから、農業への打撃が大きく、農水省の試算でも生産額は現在の半分にまで減少するとされている。特に最大の食料基地である北海道や、特産物の多い沖縄などへの影響は大きく、地域経済も大きく落ち込むことが予想される。なお、日本の農産物の平均関税率は他国に比べてかなり低く、高関税品はわずか１割程度の基本的な農産物にしかすぎず、閉鎖的との指摘は当たらない。








いつのまにか





【総務課長】本年３月の交渉において、組合から希望人事に関して質され、町長から「南アルプス市の先進的な取り組みなどを参考に、申告書が体系づけたものとなるよう、もう少し研究したい」と回答した。その後の検討で、「人材育成基本方針改訂版」として整備した中に、職員を適材適所に異動配置する参考とするため、自己申告書の提出を位置づけることとした。あくまでも、職員個々の考えや健康状態を把握し、能力を発揮しやすい環境で仕事をしてもらうための資料として活用するものであることを理解してもらいたい。意見を聞いて修正した方がいいものは検討したい。























みなさん、お気づきでしょうか？


１００号を達成してからというもの、あれよあれよと発行記録を更新中です！！


みなさんからの情報をお届けください。どんなものでも…というわけにはいきませんが、身近にあるイベントや他の組合員にもためになる小さなネタもＯＫ！！


今後もみなさんでこの教宣紙を盛り上げていきましょう！！


それでは、こだわっているわけではありませんが…今後も記録をどこまで伸ばすことできるかもみなさんで予想してみましょう！見事、ビンゴした方にはもれなくステキなことがあるかも…


みなさんからの予想をお待ちしております！！申込期限は、今月一杯まで！


（教宣部長　谷口）











自己申告制度＝職員の強み弱みの把握や、現在担当している業務についての満足度や将来担当してみたい業務、また、職務や組織に対する希望・意見等を毎年、定期的に申告してもらうことにより職員の適正や意欲等を把握し、適材適所に異動配置する参考とするため自己申告制度の導入を目指します。








【副町長】先に改訂版として作成した人材育成基本方針に考え方を盛り込んであるので、方針を読んで確認していほしい。申告書は基本的に全員に出してもらうが、例えば健康状況など、書きにくいことや書きたくないことは書かなくてもよいと考えている。あくまでも、職員の能力等を把握し、可能な限り適正配置につなげるための参考とすることを目的にするものであることを理解いただきたい。実施時期を急いではいない。12月庁議で管理職に再度説明し、その後実施とすることでもよいと思っている。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


